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１（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応 

１． 質の高い研究開発業務の遂行、成果の社会への還元 

(１) 研究開発の基本方針 

① 社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応 

（中期目標） 

現下の社会的要請に的確に応えるため、研究所の行う研究開発のうち、以下の各項に示

す目標について、国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に反映しうる成果

を早期に得ることを目指す研究開発を重点的研究開発として位置づけ、重点的かつ集中的

に実施すること。 

また、重点的研究開発の実施に際しては、北海道総合開発計画及び食料・農業・農村基

本計画等を踏まえ、総合的な北海道開発を推進するため、積雪寒冷に適応した社会資本や

食料基盤の整備に必要な研究開発についても、重点的かつ集中的に実施すること。 

その際、本中期目標期間中の研究所の総研究費（外部資金等を除く。）の概ね 75％を充

当することを目途とする等、当該研究開発が的確に推進しうる環境を整え、明確な成果を

上げること。 

なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、以下の各項に示す目標に対応す

る研究開発以外に新たに重点的かつ集中的に対応する必要があると認められる課題が発生

した場合には、当該課題に対応する研究開発についても、機動的に実施すること。 

ア）安全・安心な社会の実現 

   地震・津波・噴火・風水害・土砂災害・雪氷災害等による被害の防止・軽減・早期

回復を図るために必要な研究開発を行うこと。 

イ）グリーンイノベーションによる持続可能な社会の実現 

  バイオマス等の再生可能なエネルギーの活用や資源の循環利用等、低炭素・低環境

負荷型社会を実現するために必要な研究開発を行うこと。 

  また、自然環境の保全・再生や健全な水循環の維持、食の供給力強化のための北海

道の生産基盤づくり等、人と自然が共生する持続可能な社会を実現するために必要な

研究開発を行うこと。 

ウ）社会資本の戦略的な維持管理・長寿命化 

  社会インフラの老朽化、厳しい財政状況等を踏まえ、社会インフラの効率的な維持

管理に必要な研究開発を行うこと。 

  また、材料技術等の進展を踏まえ、社会資本の本来の機能を増進するとともに、社

会的最適化、長寿命化を推進するために必要な研究開発を行うこと。 

エ）土木技術による国際貢献 

  アジアそして世界への技術普及など、国際展開・途上国支援・国際貢献を推進する

ために必要な研究開発を行うこと。 

（中期計画） 

中期目標の２．（１）①で示された目標に対応する重点的研究開発を重点的かつ集中的に

実施するため、以下に示すプロジェクト研究および重点研究に対して、中期目標期間中に
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１（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応 

 

おける研究所全体の研究費のうち、概ね 75％を充当することを目途とする。 

ア）プロジェクト研究 

  中期目標の２．（１）①で示された目標に対応する重点的研究開発のうち、別表－1

－1 および別表－1－2 に示す国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に

反映しうる成果を中期目標期間内に得ることを目指すものをプロジェクト研究として

位置づけ、重点的かつ集中的に実施する。 

  なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、早急に対応する必要がある

と認められる課題が新たに発生した場合には、当該課題に対応する重点的研究開発と

して新規にプロジェクト研究を立案し、１（２）②に示す評価を受けて早急に研究を

開始する。 

イ）重点研究 

  中期目標の２．（１）①で示された目標に対応する重点的研究開発のうち、次期中期

目標期間中にプロジェクト研究として位置づける等により、別表－1－1および別表－

1－2に示す国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に反映しうる成果を

早期に得ることを目指すものを重点研究として位置づけ、重点的かつ集中的に実施する。 

（年度計画） 

中期計画に示す１６のプロジェクト研究については、別表－１のとおり重点的かつ集中

的に実施する。 

なお、社会的要請の変化等により、早急に対応する必要があると認められる課題が発生

した場合には、当該課題に対応するプロジェクト研究を立案し、１（２）②に示す評価を

受けて速やかに実施する。 

 また、別表－２に示す課題を重点研究として位置づけ、重点的かつ集中的に実施する。 

 プロジェクト研究及び重点研究に対して、平成２５年度における研究所全体の研究費の

うち、概ね７５％以上を充当し、研究成果について、国土交通省の地方整備局、北海道開

発局等の事業に的確に反映させるよう努める。 

 さらに、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災からの復興と大震災の教訓を踏

まえた国づくりに資するための研究開発を推進する。 

※別表－1－1 は、本報告書の巻末の参考資料－2 に示す『別表－1－1 中期目標期間中の

重点的研究開発（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究、重点研究）』である。 

※別表－1－2 は、本報告書の巻末の参考資料－2 に示す『別表－1－2 中期目標期間中の

重点的研究開発（積雪寒冷に適応した社会資本や食料基盤の整備に関連するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研

究）』である。 

※別表－1は、本報告書の巻末の参考資料－3に示す『別表－1 25年度に実施するﾌﾟﾛｼﾞｪ

ｸﾄ研究』である。 

※別表－2は、本報告書の巻末の参考資料－3に示す『別表－2 25年度に実施する重点研

究』である。 
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１（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応 

■ 年度計画における目標設定の考え方 

 中期計画においては、科学技術基本計画、国土交通省技術基本計画、北海道総合開発計画、

食料・農業・農村基本計画、水産基本計画の上位計画を踏まえた形で中期目標に示された 4

つの目標に対応すべく図－1.1.1の 6つの重点的研究開発課題を掲げ、その解決に向けてﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄ研究、重点研究を重点的かつ集中的に実施することとしている。また、その実施に当た

っては、全体の研究費のうち概ね 75％以上を充当することとした。なお、社会情勢の変化等

により、早急に対応する必要があると認められる課題が発生した場合には、当該課題に対応

するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究を立案し、取り組むものである。 

 

 

図-1.1.1 中期計画の目標と重点的研究開発課題 
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■ 25年度における取組み 

1.  ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究および重点研究の実施 

25年度は表-1.1.1に示す 16のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究と別表-2に示す重点研究を実施した。 

研究予算については、土木研究所の中期目標達成に係わるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究および重点研究に

対して、研究所全体の研究費の 76.4％を充当するなど、中期目標の達成に向けて重点的な研

究開発を進めた。研究課題数および研究予算の内訳を図-1.1.2に示す。 

 

 

図-1.1.2 研究課題および研究予算の内訳 

  

プロジェクト研究, 
53.8%

プロジェクト研究, 
54.1%

プロジェクト研究, 
34.2%

プロジェクト研究, 
36.0%

重点研究, 22.6%

重点研究, 22.3%

重点研究, 21.1%

重点研究, 20.4%

基盤研究, 23.6%

基盤研究, 23.6%

基盤研究, 44.7%

基盤研究, 43.6%

2 4年度 予算額

2 5年度 予算額

2 4年度 研究課題数

2 5年度 研究課題数
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2.  ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究の概要と研究成果 

25 年度に実施している 16 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを表-1.1.1 に示す。また、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究の概要と代表

的な研究成果を次頁以降に示す。 

 

表-1.1.1 第 3 期中期計画の 16 のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究 

4つの目標 
6 つの重点的 
研究開発課題 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究課題 

ｱ)安全・安心な
社会の実現 

①激甚化・多様化
する自然災害の防
止、軽減、早期復
旧に関する研究 

ﾌﾟﾛ-1 気候変化等により激甚化する水災害を防止、
軽減するための技術開発 
ﾌﾟﾛ-2 大規模土砂災害等に対する減災、早期復旧技
術の開発 
ﾌﾟﾛ-3 耐震性能を基盤とした多様な構造物の機能
確保に関する研究 

ﾌﾟﾛ-4 雪氷災害の減災技術に関する研究 

ﾌﾟﾛ-5 防災・災害情報の効率的活用技術に関する研
究 

ｲ)ｸﾞﾘｰﾝｲﾉﾍﾞｰｼ
ｮﾝによる持続
可能な社会の
実現 

②社会ｲﾝﾌﾗのｸﾞﾘｰ
ﾝ化のためのｲﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ技術に関する
研究 

ﾌﾟﾛ-6 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰや廃棄物系ﾊﾞｲｵﾏｽ由来肥料
の利活用技術・地域への導入技術の研究 
ﾌﾟﾛ-7 ﾘｻｲｸﾙ資材等による低炭素・低環境負荷型の
建設材料・建設技術の開発 

③自然共生社会実
現のための流域・
社会基盤管理技術
の関する研究 

ﾌﾟﾛ-8 河川生態系の保全・再生のための効果的な河
道設計・河道管理技術の開発 
ﾌﾟﾛ-9 河川の土砂動態特性の把握と河川環境への
影響及び保全技術に関する研究 
ﾌﾟﾛ-10 流域ｽｹｰﾙで見た物質の動態把握と水質管理
技術 
ﾌﾟﾛ-11 地域環境に対応した生態系の保全技術に関
する研究 
ﾌﾟﾛ-12 環境変化に適合する食料生産基盤への機能
強化と持続性のあるｼｽﾃﾑの構築 

ｳ)社会資本の
戦略的な維持
管理・長寿命化 

④社会資本ｽﾄｯｸの
戦略的な維持管理
に関する研究 

ﾌﾟﾛ-13 社会資本をより永く使うための維持・管理
技術の開発と体系化に関する研究 
ﾌﾟﾛ-14 寒冷な自然環境下における構造物の機能維
持のための技術開発 

⑤社会資本の機能
の増進・長寿命化
に関する研究 

ﾌﾟﾛ-15 社会資本の機能を増進し、耐久性を向上さ
せる技術の開発 
ﾌﾟﾛ-16 寒冷地域における冬期道路のﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ向上
技術に関する研究 

ｴ)土木技術に
よる国際貢献 

⑥我が国の優れた
土木技術によるｱ
ｼﾞｱ等の支援に関
する研究 

ﾌﾟﾛ-1 気候変化等により激甚化する水災害を防止、
軽減するための技術開発（再掲） 
ﾌﾟﾛ-2 大規模土砂災害等に対する減災、早期復旧技
術の開発（再掲） 
ﾌﾟﾛ-5 防災・災害情報の効率的活用技術に関する研
究（再掲） 
ﾌﾟﾛ-11 地域環境に対応した生態系の保全技術に関
する研究（再掲） 
ﾌﾟﾛ-13 社会資本をより永く使うための維持・管理
技術の開発と体系化に関する研究（再掲） 
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ﾌﾟﾛｰ 1 気候変化等により激甚化する水災害を防止、軽減するための技術開発 

 

 目的 

 近年、局地的豪雨等により国内外において水

災害が頻繁に発生しており、その原因として地

球温暖化の影響が懸念されている。地球温暖化

による気候変化が水災害に及ぼす影響を把握す

るとともに、短時間急激増水（Flash Flood）に

対応できる洪水予測技術の開発が求められる。 

 また、洪水災害を防御するためには、河川堤

防の治水安全性を確保することが重要であるが、

長大な構造物である河川堤防について迅速かつ

効率的に対策を進めるには、先の東日本大震災

における堤防の被災状況を踏まえ、河川堤防を

ｼｽﾃﾑとして浸透安全性・液状化を含む耐震性を

評価する技術の開発および、より低ｺｽﾄ、効果的

な対策についての技術開発が必要である。 

地球温暖化に伴う気候変化の水災害への影響

評価や洪水予測技術、堤防の浸透・侵食の安全

性、耐震性および対策技術に関する研究を実施

し、地球温暖化に伴う気候変化の影響への治水

適応策の策定や水災害および液状化の被害軽減

に貢献することを目的としている。 

 目標 

① 地球温暖化が洪水・渇水流出特性に与える

影響の予測および短時間急激増水に対応で

きる洪水予測技術の開発 

② 堤防をｼｽﾃﾑとしてとらえた浸透・侵食の安

全性および耐震性を評価する技術および効

果的効率的な堤防強化対策技術の開発 

 貢献 

 本研究成果を関連する基準書、ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等に

反映させることにより、国内外の水災害分野で

の気候変動適応策の策定、短時間急激増水に伴

う洪水被害の軽減、膨大な延長を有する河川堤

防ｼｽﾃﾑの安全性および耐震性向上に貢献する。         

 

 

 

図-1.1 台風の経路別の地上雨量計の観測値

と再解析ﾃﾞｰﾀの降水量予測値との比

較（48 時間降水量） 

 

 

図-1.2 2011 年台風第 15号日吉ﾀﾞﾑにおける

6 時間のﾘｰﾄﾞﾀｲﾑのﾀﾞﾑ流入量予測 

 

 
図-1.3 高速比抵抗探査ｼｽﾃﾑによる堤体内降

雨時浸透領域のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ例 

(上)：天端肩縦断測線断面 

(下)：堤防横断測線断面 

 

 

※決定論的予測で

は洪水の立ち上が

りを過小評価するの

に対し、アンサンブ

ル予測の中央値は

観測レーダ雨量を

入力した解析結果

に近くなっている。
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 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

① 全球気候ﾓﾃﾞﾙのﾀﾞｳﾝｽｹｰﾙ手法 

全球気候ﾓﾃﾞﾙの力学的ﾀﾞｳﾝｽｹｰﾘﾝｸﾞ後の降水

量予測の再現性において、台風の影響を検証し、

台風と流域の距離が大きく影響することが判明

した。（図-1.1）。 

② ｱﾝｻﾝﾌﾞﾙ降雨予測による洪水予測手法 

ｱﾝｻﾝﾌﾞﾙｶﾙﾏﾝﾌｨﾙﾀを導入した気象ﾓﾃﾞﾙを用い

て、国内のﾀﾞﾑ流域を対象に台風時のﾀﾞﾑ流入量

を予測した。6時間先の予測結果は、ｱﾝｻﾝﾌﾞﾙ予

測が決定論的予測よりも高い精度が確認された

（図-1.2）。 

③ 堤防の浸透安全性・耐震性評価技術 

 堤防の小規模浸透実験を行い、高速比抵抗探

査ｼｽﾃﾑにより、浸透水の集中通水箇所をほぼﾘｱ

ﾙﾀｲﾑで捉えることができることがわかった（図

-1.3）。 

基礎地盤浸透安全性概略評価の検討のため、

地形と表層地質との関係について、地形分類図

とﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀを用い天竜川下流部で検討した

結果、定性的な関係が認められた（表-1.1）。 

堤防の内部侵食や地震時の堤体液状化に関す

る模型実験を実施し、内部侵食の初期変状には

間隙水圧比の関係性が高いこと、堤体液状化に

よる堤防の被災程度へ堤体の密度が大きな影響

を及ぼすことを確認した（図-1.4）。 

④ 河川堤防の浸透・地震複合対策技術の開発 

 堤防の模型実験により、揚圧力対策工として、

透水ﾄﾚﾝﾁの効果を確認した。また、変形解析法

を改良し、解析値と遠心模型実験による実測値

の堤防天端沈下量の比較により、液状化対策へ

の適用性を確認した。(図-1.5) 

⑤ 河川津波の波と構造物等の条件による作用

波力の算定手法 

 水理模型実験等により、堰や水門のｹﾞｰﾄを開

けることによってｹﾞｰﾄに作用する波圧や河道全

体の波高を低減させる効果を有することがわか

った(図-1.6)。 

表-1.1 天竜川周辺のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀに基づく

地形と表層地質との関係 

 

 

 

図-1.4 遠心模型実験による加振後の 

堤体変形状況（堤体密度の影響） 

 

図-1.5 堤防天端沈下量の遠心模型実験の

実測値と改良した解析値の関係 

 

図-1.6 模型実験の結果（波高）と状況 

地形種 ボーリングデータに基づく地質的特徴

中州性微高地 ほぼ砂礫層。下流側では砂層を狭在する。
屈曲部の内側では砂層が厚くなる傾向がある。

自然堤防 砂～砂質シルト互層が多く、砂礫層は薄い傾向があ
る。下流ほど、また河川から遠ざかるほど細粒。表層
ほどゆるい。

氾濫原 広い平野部では、シルト主体で砂、粘土あるいは砂
礫を狭在し、ゆるい地層が多い。

旧河道 峡谷部・扇頂部では厚い砂礫層。
下流側では砂礫、砂、砂質シルト主体でゆるい。

天端沈下2.3m

川裏

Dc=85%

川表

加振前

飽和層厚1.1m

加振前

めり込み量1.2m

加振前

堤防高さ4.8m

川裏

加振前

堤防高さ4.8m
天端沈下0.9mDc=90%

川表

加振前

飽和層厚1.2m

加振前

めり込み量1.2m

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0
0

1

2

無対策

固化

矢板

締固め

1:1
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ﾌﾟﾛｰ 2 大規模土砂災害等に対する減災、早期復旧技術の開発 

 

 目的 

 近年，豪雨の発生頻度の増加や大規模地震の

発生により，地域に深刻なﾀﾞﾒｰｼﾞを与える大規

模な土砂災害や道路斜面災害が頻発しており，

今後気候変動に伴いこれらの危険性がさらに高

まることが懸念されている。こうした豪雨・地

震等に伴う大規模土砂災害や道路斜面災害に対

し、発生危険個所の抽出、事前の減災対策、そ

して、応急復旧技術の開発が求められている。 

 

 目標 

①大規模土砂災害等の発生危険個所を抽出する

技術の構築（図-2.1） 

②大規模土砂災害等に対する対策技術の構築 

（図-2.2） 

③ 大規模土砂災害に対する応急復旧技術の構

築（図-2.3） 

 

 貢献 

 深層崩壊・天然ﾀﾞﾑ等の異常土砂災害、火山地

域特有の泥流化する地すべりの発生危険個所の

抽出手法等の確立を通じて、より的確な警戒避

難体制の構築等が図られることにより、土砂災

害による人的被害の大幅な軽減が可能なだけで

なく土砂災害が問題となっているｱｼﾞｱ諸国の防

災対策の向上にも寄与することができる。  

 火山噴火緊急減災のための調査・監視ﾏﾆｭｱﾙ、

大規模岩盤斜面の評価・管理ﾏﾆｭｱﾙ、道路斜面管

理におけるｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ手法等を整備すること

により、より的確な危機管理計画や改修計画の策定が可能となり、安全な地域社会の実現に

貢献する。また、落石防護工の部材・要素ﾚﾍﾞﾙの性能照査手法等を整備し、より合理的な斜

面対策事業の推進に貢献する。 

 大規模土砂災害・盛土災害に対する応急復旧施工法の確立等を通じて，被害の軽減，被災

地の早期復旧が可能となる。 

 

図-2.1 「大規模土砂災害等の発生危険個所

を抽出する技術の構築」の概念図 

 

図-2.2 「大規模土砂災害等に対する対策技

術の構築」の概念図 

 

図-2.3 「大規模土砂災害に対する応急復旧

技術の構築」の概念図 

 

 

 

１（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

-8-



 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

①大規模土砂災害等の発生危険個所を抽出する  

技術の構築 

平成 25年台風 26号の豪雨により、伊豆大島

で、土砂災害危険区域内の谷地形が明瞭でない

斜面において表層崩壊が発生。事前に設定した

谷出口以外からの泥流が流出したことにより甚

大な被害が生じた。このため、従来の方法では

抽出されない、火山地域特有の地形特性を考慮

した土砂災害危険箇所の設定方法について研究

計画を変更し、新たに着手した（図-2.4）。 

 

② 大規模土砂災害等に対する対策技術の構築 

 従来型ﾎﾟｹｯﾄ式落石防護網の構成部材のｴﾈﾙｷﾞ

ｰ吸収量の算定や数値解析における材料構成則

等の設定を目的として、大型静的・衝撃載荷実

験を実施し、その挙動について検討を行った。

また、過年度実施の実規模重錘衝突実験を対象

に数値解析手法の妥当性を検討するとともに、

従来設計法の設計適用範囲等についてとりまと

めた（図-2.5）。 

 

③大規模土砂災害に対する応急復旧技術の構築 

土砂災害を対象とした大型土のうを存置した

復旧工法の性能評価について、以下のような条

件で遠心模型実験を行った。 

1)地山の有無による影響 

2)背面地山の形状の違いによる影響 

3)上載盛土設置の有無による影響 

この結果、災害現場で多い地山の接近した条

件では変形量は多いものの、安定補助工法であ

る補強土の機構に沿った樽型の変形ﾓｰﾄﾞが見ら

れ、補助工法の有効性が確認された。一方、上

載盛土があると、最上段が大きな変形を示し、

補強土工法の効果が十分発揮されず、対策が必

要なことが分かった（図-2.6）。 

 

 
図-2.4 台風 26 号豪雨による伊豆大島の表

層崩壊（関東地方整備局提供） 

 

大型衝撃載荷実験状況 

 

実規模実験状況  数値解析結果例 

図-2.5 落石防護網の実験状況と数値解析 

 

 

図-2.6 大型土のう実験ｹｰｽとその結果 
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ﾌﾟﾛ-3 耐震性能を基盤とした多様な構造物の機能確保に関する研究 

 

 目的 

南海ﾄﾗﾌ巨大地震、首都直下地震等、人口及び

資産が集中する地域で大規模地震発生の切迫性

が指摘され、これらの地震による被害の防除・

軽減は喫緊の課題とされている。また、今後、

多くの社会資本ｽﾄｯｸが維持更新の時期を迎える

に当たり、耐震対策についても構造物の重要性

や管理水準に応じて適切かつ合理的に実施する

ことが求められている（図-3.1）。 

以上のような背景を踏まえ、本研究では、種々

の構造物及び同種の構造物でも重要性や管理水

準が異なる場合を対象とし、構造物及び構造物

から構成されるｼｽﾃﾑとしての適切な機能を確保

するために、耐震性能を基盤とした耐震設計

法・耐震補強法の開発を行うことを目的とする

（図-3.2）。また、近年の地震被害の特徴を踏ま

えた耐震対策や震災経験を有しない新形式の構

造物の耐震設計法の開発を行うことを目的とす

る（図-3.3）。 

 目標 

①構造物の地震時挙動の解明 

②多様な耐震性能に基づく限界状態の提示 

③耐震性能の検証法と耐震設計法の開発 

 貢献 

道路構造物に関しては、道路を構成する多様

な構造物について地震時に必要とされる機能を

確保できるようにし、道路の路線全体、また、

道路ｼｽﾃﾑとしての地震時の機能確保に資する。

また、構造物の重要性、多様な管理主体等の種々

の条件に応じて必要とされる耐震性能目標を実

現するための合理的な耐震設計・耐震補強が可

能になる。 

ﾀ ﾞ ﾑに関しては、再開発ﾀﾞﾑ、台形 CSG

（Cemented Sand and Gravel：砂礫に水とｾﾒﾝﾄ

を配合した材料）ﾀﾞﾑ等の新形式を含めて、耐震

性能の合理的な照査が可能になる。 

 

 
図-3.1 2012年から 30年間に震度 6弱以上の揺 

れに見舞われる確率の分布（地震調査研究推進本部による） 

 

 
図-3.2 道路ｼｽﾃﾑの中での各種構造物の適切な

機能保持のための技術開発 

 

(a)祭畤大橋の落橋(2008年岩手・宮城内陸地

震) 

 
(b)東名高速牧之原の盛土崩壊(2009 年駿河湾

を震源とする地震) 

図-3.3 近年の地震被害の例 

図 1.3 ＸＸＸの概要 

 

 

 

 

トンネル

山岳部
の橋

盛土跨道橋

跨線橋

河川橋

河川橋

土研
耐震性能の評価・
検証方法の開発

国総研
耐震性能の水準
の策定

技術基準類
に反映

研究の背景，必要性
構造物の重要性や管理水準に応じ
た種々の構造物から構成される
ネットワークとしての機能を確保す
るために，耐震性能を基盤とした耐
震設計法・補強法が必要

研究内容
◆ 目標性能に応じた構造物の地震時限界
状態の設定と耐震設計法の開発
◆ 対象となる構造物： 橋，山岳トンネル，
土工構造物

地盤変状による落橋
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 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

① 性能目標に応じた橋の地震時限界状態の設

定法に関する研究（図-3.4） 

既往の地震において鉄筋量が少なく耐震補強

が未実施の壁式橋脚の橋座部でせん断破壊が生

じる被害が確認されている。耐震補強の実施前

にこのような損傷が生じる事態にも備え、応急

復旧技術についても事前に検証しておく必要が

ある。25年度は、せん断破壊が生じた実大供試

体を用いた実験により、提案する応急復旧工法

による水平耐力の回復効果を確認した。 

② 降雨の影響を考慮した道路土工構造物の耐

震設計・耐震補強技術に関する研究（図-3.5） 

 基盤部に排水ﾏｯﾄを布設した模型実験の結果、

盛土内の排水効果は見られるが、背面水位が高

い状態では、排水速度が追いつかずのり尻部の

泥濘化が進み、地震動が生じた場合には崩壊す

る可能性が高いことを確認した。また、盛土内

水位の現地観測により、盛土内の水位変動にお

いては融雪の影響が大きく、融雪時は降雨時と

比して水位が低下しにくい傾向を確認した。  

③ 台形 CSG ﾀﾞﾑの耐震性能照査に関する研究

（図-3.6） 

地震時の損傷過程を推定するために必要とな

る CSGの動的物性を明らかにするために、25年

度は、CSG 供試体での事前の繰返し載荷を伴う

急速引張試験や破壊ｴﾈﾙｷﾞｰ試験を実施した。そ

の結果、引張強度は載荷速度に伴い増加するが、

事前の応力履歴の影響を受けることなどがわか

った。 

④ 液状化判定法の高精度化に関する研究   

（図-3.7） 

原位置試料の液状化試験ﾃﾞｰﾀを数多く収集し、

その分析に基づき、細粒分を含む砂の液状化強

度評価法を見直し、新たな評価式を提案した。

また、既往の地震による液状化・非液状化事例

ﾃﾞｰﾀを収集して提案式との比較を行い、両者の

整合性を確認した。 

 

 
図-3.4 橋座部の応急復旧工法の検証 

 

 
 

図-3.5 排水効果に関する模型実験 

（のり尻部の浸透崩壊） 

 

  
（a）直接引張試験    （b）破壊エネルギー試験 

図-3.6 CSG の引張破壊特性の検討 

 

 
(a) 現行式との比較    (b) 提案式との比較 

図-3.7 細粒分を含む砂の液状化強度試験 

結果と液状化強度評価式 

(a)橋座部のせん断破壊事例

(c)応急復旧工法の検証実験

(b)提案する応急復旧工法

(d)応急復旧工法による水平耐力の回復効果

応急復旧工法の適用により、
水平耐力の回復効果を確認
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ﾌﾟﾛｰ 4 雪氷災害の減災技術に関する研究 

 

 目的 

 近年、気温の乱高下、局地的な多量降雪や暴

風、暖気の流入による異常高温の発生など気象

変化が激しくなる中、雪氷災害が激甚化し発生

形態も変化している（図-4.1図-4.2 ）。 

 このような雪氷災害の発生条件等については

不明な事項が多く、それらの解明や対策技術に

関する研究が強く求められている。 

 そのため、近年の気候変動などにより激甚化

する多量降雪や吹雪、気温の変動により多発化

する湿雪雪崩などの災害に対応し、国民生活や

社会経済活動への影響を緩和するため、以下の

研究に取り組む。 

■ 目標 

①気候変化に伴う冬期気象の変化・特徴の    

解明 

・将来気候値を利用した雪氷気候推定技術の

提案と、将来の雪氷気候値の分布図を作成 

②吹雪・視程障害の予測および危険度評価等の

対策技術の開発 

・道路管理者と道路利用者の判断支援のため

の視程障害予測技術の開発（図-4.3） 

・吹雪障害の路線としての危険度評価技術の

開発（図-4.4） 

④ 冬期の降雨等に伴う雪崩災害の危険度評価技

術の開発 

・冬期の降雨や気温上昇等に伴う湿雪雪崩の

危険度評価技術の開発（図-4.5） 

 貢献 

雪氷気候値等のﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの提示により雪対

策の長期的計画や防雪対策施設の適切な設計に

資する。また、吹雪・視程障害の予測による情

報提供および危険度評価による重点対策区間の

抽出等により雪氷災害に強い地域形成に貢献す

る。さらに、湿雪雪崩の危険度評価技術の開発

により雪崩災害に強い地域形成に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-4.1 激甚化する 図-4.2 最深積雪の 

 雪氷災害       変化傾向   

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.3 吹雪視程障害予測技術の開発 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-4.4 吹雪障害の路線としての危険度評価

技術の開発 

 

 

 

 

 

 

図-4.5 湿雪雪崩の危険度評価技術の開発 

 

図 4.4 湿雪雪崩の危険度評価のイメージ 

 

図 4.1 ＸＸＸの概要 

 

増加 減少 

<ﾚｰﾀﾞｰ降水量の例> 

雪崩危険度評価のｲﾒｰｼﾞ 

積雪安定度 

凡例（ＳＩ） 

H22.1 えりも町 暴風雪 

冬の降雨 湿雪雪崩 

<移動観測車による  
 連続的なﾃﾞｰﾀ取得> 

 

路線としての吹雪危険度評価 

切土盛土境界 

防雪柵開口部 沢筋部 
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 25年度に得られた成果（取組み）の概要 

①気象変動の影響による雪氷環境の変化に関する

研究 

将来気候予測値を利用した雪氷気候値（吹雪や

短期集中降雪等の要素）の推定技術を用いて将来

の分布図を作成し、現在からの変化傾向を予測し

た。その結果、雪氷気候値の平均値は減少傾向で

あるが、本州・北海道の内陸部、北海道の東部で

は増加する傾向がみられた（図-4.6）。 

 

②暴風雪による吹雪視程障害予測技術の開発に関

する研究 

 気象履歴と吹雪発生条件の関係に関するﾃﾞｰﾀ取

得と解析を行ったほか、ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ向けの情報提供や、

視界不良予測ﾒｰﾙ配信ｻｰﾋﾞｽを開始した（図-4.7）。

北海道東部を中心に猛吹雪となった平成 26 年 2

月 17日には、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｲﾄ「吹雪の視界情報」の一

日のｱｸｾｽ数が、過去最多の約 11,000件を記録した。 

 

③路線を通した連続的な吹雪の危険度評価技術に

関する研究 

吹雪時に移動気象観測を実施し、地形条件では

海岸や山地部に比べ平野部で視程が悪化するほか、

道路構造、風上の平坦地の長さなどの沿道環境条

件の違いが視程障害に大きく影響していることを

把握した。また、平均視程が概ね 200m未満となる

と運転危険度が高くなることを把握した（図-4.8）。 

 

④冬期の降雨等に伴う雪崩災害の危険度評価技術

に関する研究 

湿雪雪崩発生の気象解析を行い、厳冬期と融雪

期で雪崩発生時の融雪水供給が異なること等を把

握した。また、人工降雨実験から平地と斜面にお

ける水の浸透状況や積雪層構造の違いを整理した。    

さらに、積雪内の帯水層を再現することが可能

な積雪ﾓﾃﾞﾙの開発について検討を行い、観測結果

を用いたﾊﾟﾗﾒｰﾀの検討を行った（図-4.9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.6 雪氷気候値の年代ごとの変化量 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.7 ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ向け情報提供と 

ﾒｰﾙ配信ｻｰﾋﾞｽ 

 
図-4.8 平均視程と地形条件の関係 

（一般国道 238号湧別町 平坦地 10m 以上 

防雪対策無し 樹林帯家屋無し） 

 

 

図-4.9 ざらめ率(ﾓﾃﾞﾙ計算結果と観測値) 

変化量
（cm）

冬期最大 
24 時間降雪量 

近未来気候値－現在気候値

(2016-2035)      (1980-1999)

将来気候値－現在気候値

(2076-2095)      (1980-1999)
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ﾌﾟﾛｰ 5 防災・災害情報の効率的活用技術に関する研究 

 

 目的 

 大規模な災害のうちでも、突発的に大きな外

力が作用し発災する地震災害と異なり、降雨の

蓄積により災害危険度が漸増する特性を有する

水・土砂災害は、時間の推移とともに危険度が

変化し発災の予見が可能である（図-5.1）。この

ような災害では、事態の進展に則した情報を提

供することにより、資産・人命被害を最小限に

とどめることが十分に可能である。 

本研究は、災害・被害の状況をﾘｱﾙﾀｲﾑで把握

する技術（図-5.2）、広域に及ぶ被害範囲を迅速

かつ正確に把握する技術と情報収集技術を用い

て、諸機関がすでに持つ関係情報との融合を図

り、事象の変化に適切に対応できる防災・災害

情報の効率的活用技術の開発を目的としている。 

 目標 

① 防災担当者の防災・災害情報の収集・活用

を支援する技術の開発 

② 災害危険度情報等の効率的な作成技術開発 

③ 衛星などによる広域災害の範囲・被害規模

把握技術の開発 

 貢献 

 観測・計測されたﾃﾞｰﾀを効率的かつ効果的な

防災情報として利用するとともに、渇水災害を

含む統合的なｼｽﾃﾑ開発に取り組み、激甚化・多

様化する自然災害の防止、軽減のための技術が

ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞに使いやすい形で届けられ、水・土砂

災害の防止・軽減に貢献する。 

また、2010 年のﾊﾟｷｽﾀﾝ、2011 年のﾀｲのよう

に大規模洪水が頻発している中で、我が国の優

れた土木技術によるｱｼﾞｱ等の支援のため、土木

研究所の持つ要素技術と応用技術をまとめて予

警報技術として導入可能にする技術開発を行う。 

 

 

 
図-5.1 時間の経過により増大する 

災害危険度のｲﾒｰｼﾞ 

 

 

 

図-5.2 ﾘｱﾙﾀｲﾑ計測情報による災害危険度 

情報作成方法のｲﾒｰｼﾞ 

 

 

 

図-5.3 表層崩壊発生に必要な降雨強度と

継続時間の関係 
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 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

① ﾘｱﾙﾀｲﾑ計測情報を活用した土砂災害危険度

情報の作成技術の開発 

きめ細かな警戒避難情報の作成を目的として、

これまでに開発した「豪雨による土砂災害発生

時刻予測ﾓﾃﾞﾙ」、「斜面及び渓流の監視情報」の

運用方法を検討するため、ﾏﾙﾁｴｰｼﾞｪﾝﾄﾓﾃﾞﾙを用

いた基礎的な検討を実施した。降雨による崩壊

発生～土石流～氾濫の一連の現象に伴う住民の

避難行動をﾓﾃﾞﾙ化するとともに避難開始時刻の

違いによる避難所要時間の変化を検討した（図

-5.4）。 

② 総合的な洪水・水資源管理を支援する基盤

ｼｽﾃﾑの開発 

平成 25年度は、ｱｼﾞｱ域における総合洪水解析

ｼｽﾃﾑ（IFAS）のﾊﾟﾗﾒｰﾀ設定手法の標準化の検討

と、はん濫の影響を考慮した流出解析手法の開

発を行った。具体的には、全球規模の土質分布

に応じた標準ﾊﾟﾗﾒｰﾀに加えて、詳細な地質調査

結果が得られた場合には、それをﾓﾃﾞﾙﾊﾟﾗﾒｰﾀに

容易に反映することができるｲﾝﾀｰﾌｪｲｽの改良を

実施した。また、ｲﾝﾀﾞｽ川下流域のような低平地

において、はん濫の影響を考慮した流出解析を

行うため、IFASと氾濫予測を行う RRI ﾓﾃﾞﾙを連

結させたｲﾝﾀｰﾌｪｲｽを開発した（図-5.5）。 

③ 人工衛星を用いた広域洪水氾濫域・被害規

模および水理量推定技術の開発 

25年度は、流出家屋位置・戸数推定ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

の開発の一環として、高分解能 SAR衛星ﾃﾞｰﾀを

用いて流出家屋の定量的な推定手法を試み、確

立した。抽出された家屋戸数の推定結果より、

(1)ﾋﾟｸｾﾙ単位の家屋の判定は困難であるため、

建物単位の流出率推定ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ (2)判読分析を

行うため高分解能画像のｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄに分割した上

でのｸﾗｽ分類 (3)建物の棟数で評価した精度と

面積で評価した精度の比較、など今後の課題も

明らかになってきた（図-5.6）。 

 

 

 

図-5.4 ﾏﾙﾁｴｰｼﾞｪﾝﾄﾓﾃﾞﾙによる避難行動 

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの事例 

 

 

図-5.5 IFASと RRI ﾓﾃﾞﾙの連結ｲﾒｰｼﾞ 

 

 

 

図-5.6 衛星観測範囲内（陸前高田市の沿岸

部）で推定した家屋 

  ※(1)津波前後の 2時期ｶﾗｰ合成 SAR画像(地上

分解能 2.5m) 

   (2) 空色は流出して消えた建物、青色は残

留家屋や建物、赤いﾋﾟｸｾﾙは流出物など

と推定できる。 

 

避難者（●）の行動を表現 

 IFASの出力をRRIに入力 

RRI の計算領域 

IFAS の計算領域 

低平地のはん濫計算 
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ﾌﾟﾛｰ 6 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰや廃棄物系ﾊﾞｲｵﾏｽ由来肥料の利活用技術・地域への導入技術

の研究 

 

 目的 

低炭素・循環型社会を構築するために、都市や農村から発生するﾊﾞｲｵﾏｽを資源やｴﾈﾙｷﾞｰと

して、地域で有効活用する技術開発が求められている。また、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰを使った社会

ｲﾝﾌﾗ維持のための具体の環境負荷低減技術の開発や導入が求められている。さらに、新しい

技術や社会ｼｽﾃﾑが実現した場合の環境改善性をｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞな指標で正しく評価し、技術普及を

誘導する必要がある。 

本研究は、社会ｲﾝﾌﾗのｸﾞﾘｰﾝ化を図るために、ﾊﾞｲｵﾏｽの収集・生産（加工）・利用、再生可

能ｴﾈﾙｷﾞｰの地域への導入技術を開発することを目的としている。 

 目標 

①公共緑地などから発生するﾊﾞｲｵﾏｽの下水道等を活用した効率的回収・生産・利用技術の開 

発（図-6.1） 

② 下水処理ｼｽﾃﾑにおける省ｴﾈﾙｷﾞｰ・創資源・創ｴﾈﾙｷﾞｰ型ﾌﾟﾛｾｽ技術の開発 

③ 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等の地域への導入技術の開発 

④ 廃棄物系改質ﾊﾞｲｵﾏｽの大規模農地等への利用による土壌生産性改善技術の提案（図-6.2） 

 貢献 

・公共施設の管理業務等に開発手

法を適用し、大量に発生するﾊﾞｲ

ｵﾏｽが資源として効率的に活用

され、循環型社会構築に貢献す

る。 

・「下水道施設計画・設計指針」等

に反映し、下水処理場における

省ｴﾈﾙｷﾞｰ･創資源・創ｴﾈﾙｷﾞｰ化が

図られ、低炭素社会の実現に貢

献する。 

・公共施設における再生可能ｴﾈﾙ

ｷﾞｰや廃棄物系ﾊﾞｲｵﾏｽ由来肥料

の地域への導入技術の開発によ

り、社会ｲﾝﾌﾗのｸﾞﾘｰﾝ化に貢献す

る。 

・廃棄物系改質ﾊﾞｲｵﾏｽの大規模農

地等への利用による土壌生産性

改善技術ﾏﾆｭｱﾙ等に反映し、持続

的な資源循環型社会の実現に貢

献する。 

 
図-6.1 公共緑地などから発生するﾊﾞｲｵﾏｽの下水道等を活

用した効率的回収・生産・利用技術 

 

図-6.2 廃棄物系改質ﾊﾞｲｵﾏｽの大規模農地等への利用によ

る土壌生産性改善技術 

 

メタンガス回収油分回収 処理水等による藻類の培養

藻類培養によるエネルギー
・資源回収 エネルギー生産

栄養塩類の除去

電解処理によるリン等の回収 緑地還元

高濃度廃水から
の資源回収

再生水メタンガス回収油分回収 処理水等による藻類の培養

藻類培養によるエネルギー
・資源回収 エネルギー生産

栄養塩類の除去

電解処理によるリン等の回収 緑地還元

高濃度廃水から
の資源回収

再生水
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 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

 

①低炭素型水処理・ﾊﾞｲｵﾏｽ利用技術の開発 

 一般的な下水汚泥より高濃度の、固形物濃度

（TS）10%程度の下水汚泥を対象とした嫌気性消

化の連続式実験を行った。中温（35℃）条件下

では安定した処理が可能で、従来と同程度の有

機物（VS）除去率 60%程度が示された（図-6.3）。 

 

②下水道を核とした資源回収・生産・利用技術 

 白金ｺｰﾃｨﾝｸﾞﾁﾀﾝ電極を用いた下水の電気分解

実験により、ﾘﾝがﾋﾄﾞﾛｷｼｱﾊﾟﾀｲﾄの結晶として回

収できた。実処理場に設置した 380 L規模の屋

外水槽により藻類を連続的に培養した結果（図

-6.4）。栄養塩を添加することなく、二次処理水

のみの使用で藻類が増殖した。培養による二次

処理水中の栄養塩の低減特性や、回収した藻類

のﾒﾀﾝ発酵への利用可能性が示された。 

 

③地域ﾊﾞｲｵﾏｽの資源管理と地域ﾓﾃﾞﾙ構築 

 公共緑地由来ﾊﾞｲｵﾏｽの利活用手法について、

LCCO2評価ﾓﾃﾞﾙの精査、性状変動による不確実性

分析をするとともに、刈草のｴﾈﾙｷﾞｰ資源として

の可能性を評価するために、下水汚泥との混合

消化実験を行い、中温より高温条件下でﾒﾀﾝ転換

率が高いことが示された（図-6.5）。 

 

④廃棄物系改質ﾊﾞｲｵﾏｽの農地等への施用による

土壌の生産性改善技術 

共同利用型ﾊﾞｲｵｶﾞｽﾌﾟﾗﾝﾄから採取した原料液

および消化液を 6 年間連用している圃場の土壌

理化学性を調査した。その結果、地表面から深

さ 5cmまでの土層において、炭素含有率の増加

が認められた。また、消化液区において、土壌

団粒形成量が増加していることが明らかとなっ

た。消化液中に多い腐植酸が土壌団粒の形成に

寄与していると考えられた（図-6.6）。 

 

 

図-6.3 中温連続実験における有機物除去率

（投入基質固形物濃度 5～10%） 

 
図-6.4 380L 水槽による藻類の屋外培養実験 

 
図-6.5 刈草の下水汚泥混合ﾒﾀﾝ発酵実験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.6 土壌表層の団粒ｻｲｽﾞ別重量分布 

   （縦軸は、供試土 1kg 当たりの団粒のｸﾞﾗﾑ数） 
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ﾌﾟﾛｰ 7 ﾘｻｲｸﾙ資材等による低炭素・低環境負荷型の建設材料・建設技術の開発 

 目的 

地球温暖化防止や地域環境の保全は、環

境に関連する行政上の重要な課題であり、

社会ｲﾝﾌﾗ分野においてもこれに対応する必

要がある。 

特に、新成長戦略としてｸﾞﾘｰﾝ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮ

ﾝが打ち出されており、資源の循環利用等に

よる低炭素化技術が求められている。また、

同戦略や国土交通省技術基本計画の中で、

地域資源を最大限活用し地産地消型とする

ための技術や豊かな生活環境の保全・再生

のための低環境負荷型技術の開発が求めら

れている（図-7.1）。 

本研究では、主に整備・維持管理に関す

る課題を対象とし、資源の循環利用等によ

る低炭素型の建設材料・建設技術を開発す

るとともに、地域資源を活用し生活環境の

保全に寄与する低環境負荷型建設技術を開

発する（図-7.2）。 

 

 目標 

①低炭素型建設材料の開発と品質評価技術

の提案 

②低炭素型建設技術の開発と性能評価技術

の提案 

③低環境負荷型の地域資材・建設発生土利

用技術の提案 

④ 環境への影響評価技術の提案 

 貢献 

本研究成果を、「舗装再生便覧」、「地盤汚

染対策ﾏﾆｭｱﾙ」やその他の関連技術基準等に

反映させることにより、社会ｲﾝﾌﾗ整備に伴

う環境への影響の適切な評価、低炭素・低

環境負荷型で品質および性能の確保された

社会ｲﾝﾌﾗ整備および維持管理に貢献する。 

図-7.1 社会ｲﾝﾌﾗｸﾞﾘｰﾝ化の研究対象 

図-7.2 達成目標と個別研究課題の関係 

図-7.3 屋外に約 2 年間暴露したｺﾝｸﾘｰﾄの 

塩化物ｲｵﾝの拡散係数 

図-7.4 温度履歴の異なるｺﾝｸﾘｰﾄの自己収縮
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■ 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

① 低炭素型ｾﾒﾝﾄの利用技術の開発 

 国内 3ヶ所の屋外暴露試験場に約 2年間暴露した

ｺﾝｸﾘｰﾄ供試体の解体調査を行い、低炭素型ｾﾒﾝﾄを使

用したｺﾝｸﾘｰﾄの実環境下における塩分浸透抵抗性や

中性化抵抗性などの耐久性を確認した。その結果、

低炭素型ｾﾒﾝﾄの使用により塩化物ｲｵﾝの拡散係数が

減少し、耐久性向上に寄与することを確認した（図

-7.3）。 

 さらに、低炭素型ｾﾒﾝﾄを用いたｺﾝｸﾘｰﾄの収縮特性

と強度発現に打込み後のｺﾝｸﾘｰﾄの温度履歴が与える

影響を把握した（図-7.4）。 

② 低炭素社会を実現する舗装技術の開発および評

価技術 

市販されている中温化ｱｽﾌｧﾙﾄおよび中温化剤ごと

に CO2排出原単位を作成し、LCCO2を評価した。 

低炭素舗装技術として表面処理工法の高性能化

を検討し（図-7.5）、耐久性を確認した。また、低

燃費舗装の解明に向けて、普通車と大型車のﾀｲﾔ／

路面転がり抵抗を評価した。 

さらに、積雪寒冷地での中温化舗装技術を用いた

試験施工を通じてCO2削減効果や品質ﾃﾞｰﾀ（図-7.6）

をとりまとめ、ﾘｻｲｸﾙ資材を利用した凍上抑制層への

適用性を確認した。 

③環境安全性に配慮した建設発生土の有効利用技術 

発生源評価に関し、雨水曝露試験結果に基づく酸

性水発生予測手法の再評価を実施し、S/Ca ﾓﾙ比が概

ね 0.6を超えた非火山性の岩石では、S/Ca ﾓﾙ比を酸

性水発生予測判定指標として利用できる可能性がわ

かった（図-7.7）。 

ﾘｽｸ評価に関し、土槽実験によって地下水による希

釈効果等（図-7.8）を確認し、地盤汚染対策には負

荷量低減が重要であることを明らかにした。 

対策に関し、吸着層水みち発生実験を行ったほか、

吸着性能を有する火山灰質土の吸着効果を明らかに

するために屋外ｶﾗﾑ試験を実施し、吸着層とした火山

灰層の層厚が厚くなるほど最大溶出濃度の低減と遅

延効果を確認した。 

図-7.7  S/Ca ﾓﾙ比と土研式雨水曝露

試験 pH との関係 

図-7.8 同一濃度の食塩水の付加量を 

変えた場合の食塩濃度分布 
（上：2mL/min、下：0.2mL/min） 

図-7.6 寒冷期施工における温度低下
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ﾌﾟﾛｰ 8 河川生態系の保全・再生のための効果的な河道設計・河道管理技術の開発 

 

 目的 

 近年、河川生態系の保全に関する様々な取り組みが行

われているが、生物多様性の損失に歯止めがかかってい

る状況にはない。本研究では、生物多様性の保全に資す

る基礎的・応用的研究を進め、河道設計・管理に有効な

技術の提案を行うことを目的として以下の研究を行う。

①人為的ｲﾝﾊﾟｸﾄが河川生態系に及ぼす影響の解明を進め

るとともに、②既存の知見を活用しながら河川環境を適

切に評価する技術の開発を行う、また、③河川生態系の

保全・再生を図るための効果的な河道設計・河道管理に

関する技術開発を行い、河川における生物多様性の保全

に資する。 

 目標 

① 物理環境変化による河川生態系への影響解明：人為

的改変等による生物に与える影響予測をより適確に

行うために必要な現象解明を行う。 

② 河川環境の評価技術の開発：①の研究成果も踏まえ

つつ、生物生息場をより適切に評価するための技術

の開発を行う。 

③ 生物生息場を考慮した河道設計・河道管理技術の開

発：生物群集・生態系に配慮したより効果的

な河道設計・維持管理技術の開発を行う。 

 貢献 

① 主として直轄管理区間について、河川生態系

への影響という観点での評価が可能となり、

保全すべき箇所、優先的に再生すべき箇所の

抽出が可能となる。 

② 扇状地区間・自然堤防区間については効率的

な樹林管理、ﾜﾝﾄﾞ・たまり、といった氾濫原

水域の効率的な再生が可能となる。また、ｻｹ

科魚類の産卵場を保全するための河道設計が

可能となる。さらに、河川改修時に環境劣化

の可能性が高い自然河岸については保全するなどの措置が可能となる(図-8.1)。 

③ 汽水域では、人為的活動に伴う底質と濁質の変化が底生性生物に及ぼす影響を明らかな

る。また、この結果を活用して、汽水域における効率的な環境評価手法および管理が可

能となる。 

 

 

 

図-8.1 高水敷の切り下げと樹木管理 

切り下げ前（上）、切り下げ後（下） 

高水敷を切り下げた後の再樹林化をどう抑制する

かは治水・環境・維持管理の観点から重要な課題と

なっている。 

 
図-8.2 ADCPによる濁度空間分布の推定 

※ADCP（流速ﾌﾟﾛﾌｧｲﾗｰ：超音波により河道断面内 
の 3次元の流速分布を測定する装置） 
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 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

①物理環境変化による河川生態系への影響解明 

ADCP による濁度の推定方法について現地実

験を通じ適用濁度範囲を拡大させるとともに、

河川由来の流入濁質の拡散範囲を推定可能な流

動ﾓﾃﾞﾙを構築した。また、冷水性魚類の産卵床

について、選択性指数による判定結果の定量的

な評価を行う手法を提案するとともに、水理実

験により河岸付近の流速は護岸粗度だけでなく、

河床材料の粒径も影響することが示唆された。

さらにﾊﾘｴﾝｼﾞｭは、冠水による撹乱と河床変動が

少ない箇所に侵入すること、その抑制のために

は撹乱が必要であることを明らかにした（図

-8.2～4）｡ 

③ 河川環境の評価技術の開発 

阿賀野川水系阿賀川と五ヶ瀬川水系北川を対

象に、植物群落保全の優先度評価の開発を行っ

た。ｲｼｶﾞｲ類を指標とした氾濫原評価手法を他河

川へ適用し、氾濫原保全の物理量を定量化した

(図-8.5)。 

③ 生物生息場を考慮した河道設計･管理技術

の開発 

 結氷下の水質観測を実施し､底質によって溶

存酸素が消費され、栄養塩が溶出することを確

認するとともに、天塩川においてﾔﾏﾄｼｼﾞﾐの現存

量は底質の粒径組成の影響が低いことを確認し

た。砂州が発生する河道条件を踏まえた河道整

備により、冷水性魚類の産卵環境を改善できる

可能性を示した。河道内樹林の伐採後の流況変

化を踏まえた伐採方法の留意点を整理するとと

もに、ﾄｰﾀﾙｺｽﾄを考慮した樹林管理手法を提案し

た。ｲｼｶﾞｲ類の生息に適した水域形状とそれが維

持され易い平面位置・掘削高さについて検討す

るとともに、氾濫原環境の評価手法の精度向上

を図った。さらに、多自然護岸工法に関して、

個別施工箇所を対象とした現地調査を行い、機

能低下要因の解明に向けた分析を行った。また、植生の根系がもたらす土砂緊縛効果を模型

実験からﾓﾃﾞﾙ化し、実験結果の再現検証を行った（図-8.6）。 

 

図-8.3 産卵床数と交互砂州の発生条件 

 

図-8.4 ﾊﾘｴﾝｼﾞｭの侵入と成長の機構 

 

図-8.5 ｲｼｶﾞｲ類の水域内分布と等深線 

図．色別にｲｼｶﾞｲ（青）、ﾄﾝｶﾞﾘｻｻﾉﾊｶﾞｲ（緑）、ﾄﾞﾌﾞｶﾞｲ属（桃）
の割合を、数字は総採捕個体数を示す 

 
図-8.6 根系による土砂緊縛効果 
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